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【お申込・お支払方法】
①12月10日（水）までに、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ（http://www.osaka.cci.or.jp/event/seminar/201410/D11141217011.html）の申込ﾌｫｰﾑからお申込みいただくか、
下記申込書に必要事項をご記入の上、FAXでお申込みください。
②受講申込後、非会員・一般の方は12月10日（水）までに受講料を下記いずれかの口座にお振込みください。
（※振込手数料は貴社にてご負担ください）

③申込（非会員の方は入金）確認後、12月12日（金）までに受講票をE-mail（メールアドレスをお持ちでない場合はFAX）でお送りします。当日お名刺とともにお持ちください。なお、受講料の返金は致しかねますので、お申し込みご本人様のご都合が悪い場合は、代理の方のご出席をお願いします。
★振込み先

三井住友銀行   
船場支店
（当座）
２１０７６４
りそな銀行 
大阪営業部
（当座）
８０８７２６　　★振込み先口座名：大阪商工会議所
三菱東京ＵＦＪ銀行 
瓦町支店
（当座）
１０５２５１　　                （ｵｵｻｶｼｮｳｺｳｶｲｷﾞｼｮ）
　※上記３行と埼玉りそな銀行各本支店ATMからのお振込みの場合、振込手数料が不要です。
※ご依頼人番号「9104100272」の10ケタをご入力ください。
【お問合せ】大阪商工会議所　国際部（担当：中辻、田中）　TEL: 06-6944-6400　FAX: 06-6944-6293　E-mail: china@osaka.cci.or.jp
FAX：06-6944-6293　＊番号をお間違えのないようお願いします   　 　　　　　　　大阪商工会議所国際部　中辻、田中行
【講演会】中国経済減速期における対中ビジネス戦略 (2014/12/17) 参加申込書
	会社名カナ
	

	会社名
	

	氏名①
	
	部署・役職①
	

	氏名②
	
	部署・役職②
	

	氏名③
	
	部署・役職③
	

	E-mail①
	

	E-mail②
	

	E-mail③
	

	会社所在地
	〒　　　－

	TEL
	
	FAX
	

	会員区分
	□大商会員……会員の方は会員番号を必ずご記入ください（K　 　 －　　 　　　－　　  　　　　）

□非会員・一般……お一人様5,000円を12月10日（金）までにお振込ください

	受講料
※非会員・一般

の方のみ
	①　　　　　　　円を　　　月　　　日に　　　　　　　　銀行　　　　　　　　支店から振り込みます。
②　振込み人名義（カナ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	講師への質問、当日聞きたいトピックなど

（任意）
	


※ご記入頂いた情報は、主催・共催団体からの各種連絡・情報提供(E-mailによる事業案内を含む)のために利用するほか、講師には参加者名簿としてお渡しします。
主　催


大阪商工会議所


中国ビジネス支援室


講　師


津上工作室代表、現代中国研究家


津上 俊哉 (つがみ・としや) 氏


�


【講師紹介】


1957年生まれ。80年 東京大学法学部卒。同年 通商産業省入省。94年 通商政策局公正貿易推進室長。96年 在中国日本大使館 経済部参事官。00年 通商政策局北東アジア室長。02年 経済産業研究所上席研究員。04年 東亜キャピタル株式会社取締役社長。12年より現職。著書に『中国停滞の核心』（文春新書）、『岐路に立つ中国―超大国を待つ７つの壁』（日本経済新聞）ほか。


参加費


○大商会員　　：  無料


○非会員・一般： 5,000円


※お振込み期限：12月10日（水）


定　員


お申込み先着80名


お申込み


大阪商工会議所ホームページ


（http://www.osaka.cci.or.jp/event/seminar/201410/D11141217011.html）


またはFAX（裏面の申込書）


にてお申込みください


※申込締切：2014年12月10日（水）


※ただし、定員に達し次第申込受付締切


※お申込後、12月12日（金）までに受講票をE-mail（アドレスをお持ちでない場合はFAX）にてお送りします。当日お名刺とともにご持参ください。








講演会


中国経済減速期における


対中ビジネス戦略


～日系企業がいま知っておくべきサバイバル術～


現代中国研究の第一人者が、最新情報を分かりやすく解説！





日時


2014年12月17日(水) 10:00～12:00


場所


大阪商工会議所　6階「白鳳の間」（大阪市中央区本町橋２－８）





≪本講演会で学べる主なトピック≫


★  データから読み解く「中国経済崩壊説」の現実味とは？


★　APEC首脳会議後の日中関係の行方


★  これからの対中投資のコツと、中国ビジネスリスクの注意点


★　習近平政権の「法治」強化や反腐敗運動のビジネスへの影響とは？


★ 「ポスト・中国バブル」期に、日本が取るべき進路とは？





1980年代から2009年にかけて、年率平均10％台の経済成長を続け、アメリカと並ぶ「G2」ともてはやされた中国は、政府による公共投資の抑制や不動産市場の低迷を受け、いまや「新常態（ニューノーマル）」という名のもとに、経済の減速傾向が鮮明になっています。


2014年7～9月期の実質GDPの増加率は7.3％（中国国家統計局発表）と、前期（4～6月期、7.5％増）から後退し、リーマン・ショック後の2009年以来、５年半ぶりの低水準となりました。


さらに、日中関係の悪化や中国国内の人件費高騰を受け、2014年１～６月の日本の対中投資（実行ベース）が前年同期比で半減（48.8％減）するなど、対中ビジネスは新たな局面に入っています。


一方、11月に北京で開かれるAPEC首脳会議に合わせて日中首脳会談の開催が模索されるなど、日中関係修復に向けた動きが注目されています。


そこで、大阪商工会議所中国ビジネス支援室では、在中国日本大使館 経済部参事官等を歴任され、現代中国研究家として『中国停滞の核心』等の著書がある津上俊哉氏をお招きし、中国経済減速期における対中ビジネス戦略について、中国政治経済の最新情報を織り交ぜながらお話しいただきます。


対中ビジネスを展開する日系企業がいま知っておくべきサバイバル術が学べる貴重な機会で、申込先着80名様限定となっておりますので、この機会に奮ってご参加くださいますよう、ご案内申し上げます。





お問合せ


大阪商工会議所　国際部（担当：中辻、田中）


TEL: 06-6944-6400　　FAX: 06-6944-6293　　E-mail: china@osaka.cci.or.jp








先着80名限定！








